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１．北川流域及び河川の概要 

①流域の概要 

北川は、福井県と滋賀県の県境三十三間山
さんじゅうさんげんざん

（標高 842m）付近に源を発し、天増川
あ ま すが わ

として滋賀県内を

南流し、寒風川
さむかぜがわ

をあわせて北川となり、福井県に入って流路を北西に転じ、若狭町
わかさちょう

を貫流し、河内川
こ う ちが わ

、

鳥羽川
と ば が わ

、杉山川
すぎやまがわ

、野木川
の ぎ が わ

、遠敷川
おにゅうがわ

などをあわせて小浜市
お ば ま し

で若狭湾に注ぐ流域面積 210.2km2、幹川流路

延長 30.3km の一級河川である。 
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②過去の主な洪水 

北川流域では、S28.9 の台風 13 号、S34 の台風 7 号、伊勢湾台風など、これまでも幾多の水害に

見舞われている。近年では、H16.10 の台風 23 号により 19戸の浸水被害を受けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：※印は福井県土木史（土砂災害を含む）、それ以外は水害統計、小浜市・若狭町聞取り 

注）S28.9 の最大流量は、昭和 29 年～昭和 34 年災害復旧土木助成事業の計画高水流量 

最大流量の（ ）値は流出計算による推定流量 

 
③過去の主な渇水 

過去、S53、S60、H2、H6、H8、H12 とたびたび渇水が発生し、農作物の不作や給水制限・断水を

行うなどの深刻な被害を受けており、特に平成 6 年には、梅雨明け後の 7 月の降雨量は 8mm と極端

に尐なく、農作物に被害が発生した面積が 401ha、番水等の影響を受けた面積が 1,439ha と被害の

影響範囲が甚大であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④治水事業の沿革（河内川、北川） 

北川における本格的な治水事業は、大正

15 年から始まった内務省による直轄改修事

業である。その後、昭和 28 年の災害を契機

として、本川においては昭和 29 年から 34 年

まで、災害復旧助成事業により、河道拡幅、

築堤、護岸工事が行われた。昭和 46 年 4 月

の一級水系指定に伴い、直轄河川改修が実施

され、河床掘削や堤防の拡築などが行われ、

現在に至っている。 

また、昭和 40 年、昭和 47 年、昭和 57 年

の台風等による水害を契機に、昭和 62 年に

河内川ダムが建設事業採択された。 

平成 20 年 6 月に北川水系河川整備基本方

針が策定され、平成 21 年 6 月には北川水系

河川整備計画（県管理区間）が策定されてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤利水事業の沿革 

農地のかんがい用水として利用されている他、上流の滋賀県側では若狭町上水道事業が取水を行ってい

る。また、河内川ダム事業には、小浜市上水道事業、若狭町上水道事業、若狭町工業用水道事業、若狭町

特定かんがいが事業参画し、工業用水の給水設備や圃場整備は完了している。 

 

 

 

 

 

 

 渇水被害の状況 

S53 ・水稲被害は、県全体の42％ 

S60 ・稲作を中心に大被害 

H2 ・断水による渇水対策を実施 

H6 

・断水、プールの使用制限を実施 

・給水制限、節水広報、節水依頼などの対策を実施 

・表流水が枯渇し、掘削し伏流水を活用 

・影響面積：1,439ha、被害面積：401ha 

H8 
・ポンプ給水、時間制限を実施 

・影響面積622ha、被害面積：11.9ha 

H12 
・表流水が枯渇し、掘削し伏流水を活用 

・影響面積：751ha 

 計画 

T15～ 直轄改修事業（内務省） 

S29～ 災害復旧助成事業 

S40～ 
小規模河川改修事業、河川局部改良事業 

災害関連事業、災害復旧助成事業 

S46～ 直轄河川改修 

S58 河内川ダム実施計画調査事業採択 

S62 河内川ダム建設事業採択 

H 6 河内川ダム全体計画認可（H21変更） 

H20 北川水系河川整備基本方針策定 

H21 北川水系河川整備計画（県管理区間）策定 

表-1 小浜市及び若狭町における戦後の主な被災状況 

表-2 渇水被害状況 

写真-6 H6 渇水状況（若狭町天徳寺
て ん とく じ

付近） 

表-3 治水事業の沿革 

図-2 北川及び河内川の河川改修の経緯 

S29～S34

S46～

直轄河川改修（拡築）

 
高塚地点 人的被害（人） 建物被害（戸） 

備考 
年月 

（出水要因） 

最大流量 

（m3/s） 

雨量 

（mm） 

死者・ 

行方不明 

全壊 

流出 
半壊 床上 床下 計 

S28.9 

（台風 13 号） 
1,450 254 53 207 1,745 4,080 6,032 ※ 

S34.8 

（台風 7 号） 
(907) 256 0 6 10 91 975 1,082 ※ 

S34.9 

（伊勢湾台風） 
(1,104) 221 0 15 113 144 959 1,231 ※ 

S40.9 

（台風 23 号,24 号） 
(1,229) 298 6 6 0 290 1,272 1,568  

S47.9 

（台風 20 号） 
(1,049) 296 0 0 0 4 45 49  

S57.8 

（台風 10 号） 
817 258 0 0 0 1 91 92  

H2.9 

（台風 19 号） 
864 299 0 0 0 0 21 21  

H10.9 

（台風 7 号） 
884 159 0 0 0 2 39 41  

H11.8 

（豪雨） 
673 276 0 0 0 2 38 40  

H16.10 

（台風 23 号） 
919 234 0 0 0 1 18 19  
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⑥河川整備基本方針及び河川整備計画 

⑥-1北川水系河川整備基本方針［平成 20 年 6 月］ 

【基本高水並びにその河道及び洪水調節施設への配分に関する事項】 

基本高水は、平成 10 年 9 月洪水や平成 16 年 10 月洪水等の既往洪水について検討した結果、そのピ

ーク流量を遠敷川等の支川を合わせ基準地点高塚
たかつか

において 1,900m3/s とする。このうち洪水調節施設

により 100m3/s を調節して、河道への配分流量を 1,800m3/s とする。新道
しんどう

地点において計画高水流量

は 700m3/s とする。 

【主要な地点における流水の正常な機能の維持するための必要な流量関する事項】 

高塚地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量については、4 月～5 月は概ね

2.1m3/s、6 月～3 月は概ね 1.1m3/s とし、以て流水の適正な管理、円滑な水利使用、河川環境の保全

等に資するものとする。 

 

⑥-2北川水系河川整備計画（案）（国管理区間） 

【河川整備計画の目標】 

遠敷川
おにゅうがわ

合流点から下流部では、現況流下能力 1,000m3/s 程度から将来目標である 1,800m3/s に向け

た途中段階として戦後最大となる昭和 28 年 9 月洪水を考慮し、河道で 1,400m3/s 程度の流下能力を確

保する。 

【計画対象期間】 

河川整備計画の対象期間は概ね 30年間とする。 

 

⑥-3北川水系河川整備計画（県管理区間）［平成 21 年 6月］ 

【河川整備計画の目標】 

北川については、長期的な将来計画の目標として、河川整備基本方針との整合を図り、新道地点に

おいて概ね 100 年に 1 回程度発生する降雨による洪水に対応する。河川整備の当面の目標としては、

重要路線が近接しているなどの河川の特徴や、流域の規模等を総合的に判断し、概ね 30 年に 1 回程度

発生する降雨による洪水に対応することを目標とする。 

【計画対象期間】 

概ね 30 年とする。 

【河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する目標】 

北川については、支川河内川に整備する河内川ダムにより、新規の特定かんがい用水（最

大 0.358m3/s）、水道用水（小浜市 12,960m3/日、若狭町 2,592m3/日）、工業用水（1,728m3/日）の確保

を行うとともに、流水の正常な機能の維持に必要な流量の一部として新道地点で 0.15m3/s、下吉田地

点で 0.25 m3/s を確保するよう補給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦北川および河内川の整備状況 

北川及び河内川の流下能力図は下図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-4 河川整備計画（国・県区間）における整備区間 
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図-4 河川整備計画（国・県管理区間） 

における整備区間 

図-3 北川流量配分図 ※各整備計画より作成 
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図-6 流下能力図（北川県管理区間） 
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２．河内川ダムの概要 

①河内川ダムの目的 

(1)洪水調節 

ダム地点における計画高水流量 250m3/s のうち、180m3/s の洪水調節を行う。 

(＊ダムは 1/100 で計画) 

(2)流水の正常な機能の維持 

河内川及び北川沿川の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持を図る。 

(3)かんがい用水 

鳥羽川流域地区の農地に対して、新道地点において、かんがい用水として、かんがい期最

大 0.358m3/s の取水を可能とする。 

(4)水道用水 

小浜市に対し、下吉田地点において、水道用水として新たに 12,960m3/日(0.15m3/s)を確保する。ま

た、若狭町に対し、ダムサイト地点において、水道用水として新たに 2,592m3/日(0.03m3/s)の取水を

可能とする。 

(5)工業用水 

若狭テクノバレーに対し、下吉田地点において、工業用水として新たに 1,728m3/日(0.02m3/s)の取

水を可能とする。 

 

②河内川ダムの位置 

河川名：一級河川北川水系河内川 

位 置：福井県三方
み か た

上中郡
かみなかぐん

若狭
わ か さ

町
ちょう

熊川
くまかわ

地先（左岸） 

福井県三方
み か た

上中郡
かみなかぐん

若狭
わ か さ

町
ちょう

熊川
くまかわ

地先（右岸） 

 

③河内川ダムの諸元等 

全体事業費：約 415 億円 

費用負担割合 

河川  ：89.65% 

水道（小浜市）  ： 6.67% 

水道（若狭町）  ： 1.33% 

特定かんがい（若狭町）  ： 1.45% 

工業用水（若狭町） ： 0.90% 

 

工 期：平成 29年度完成予定 

ダ ム 諸 元 

型 式：重力式コンクリートダム 

堤 高：77.5m 

堤 頂 長：202.3m 

総貯水容量：8,000,000m3 

湛 水 面 積：0.37km2 

集 水 面 積：14.5km2 

 

④河内川ダム事業の経緯・現在の進捗 

河内川ダム事業の進捗状況（平成 22 年度末）は事業費率で 45.2%である。 

 

 

年 月 内 容 

昭和 58 年度 実施計画調査事業採択 

昭和 62 年度 建設事業採択 

平成元年  3 月 基本協定締結（変更：平成 8 年 3 月、平成 14 年 3 月、平成 20 年 6 月） 

平成 5 年 11 月 補償基準の妥結調印 

平成 6 年 2 月 全体計画認可（変更：平成 21 年 6月） 

平成 6 年 3 月 付替道路着工 

平成 10 年 3 月 河内区全 35 戸移転完了（河内区内移転 5 戸、個別移転 9戸、若王子区 21 戸） 

平成 20 年 6 月 北川水系河川整備基本方針策定 

平成 21 年 1 月 福井県公共事業等評価委員会（結果：継続） 

平成 21 年 6 月 北川水系河川整備計画（県管理区間）策定 

 

表-4 河内川ダム事業の経緯 

事業費（億円） 用地補償（億円） 付替県道（億円） 付替町道（億円）

執行額 187.6 53.2 64.7 8.8

全体額 415.0 55.4 77.4 19.2

注）用地補償のうち、用地取得は100%済

図-9 河内川ダム事業進捗率（H22 年度末） 
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事業費 用地補償 付替県道 付替町道

進
捗
状
況
（
％
）

残事業

事業執行

 

利水容量   4,800,000m３ 

流水の正常な機能の維持 

3,150,000m３ 

かんがい用水 1,040,000m３ 

水道用水    560,000m３ 

工業用水       50,000m３ 

 

サーチャージ水位 EL.197.700ｍ 

常時満水位 EL.190.500ｍ 

最低水位 EL.162.700ｍ 

基礎岩盤 EL.125.000ｍ 

洪水調節容量 2,400,000m３ 

堆砂容量   800,000m３ 

図-8 貯水池容量配分図 



5 

    

３．河内川ダム事業の点検の結果 

①総事業費及び工程 

河内川ダムの総事業費は 415 億円である。点検にあたっては、平成 21 年 6 月に策定した全体計画に

ついて最新の数量および単価により点検を行った。結果、現計画と同程度であり、現在の総事業費 415

億円を変更する必要はないことを確認した。なお、以降の検討では、残事業費 227.4 億円を使用した。 

 

（単位：千円）

費目 計画
①

既往実績
②

残事業費
③=①-②

残事業費点検結果
④

計画点検結果
⑤=②+④

増減
⑤-①

ダム費 19,296,000 1,050,000 18,246,000 18,637,000 19,687,000 391,000

付替道路費 10,551,000 7,352,000 3,199,000 2,307,000 9,659,000 ▲ 892,000

測量試験費 5,287,000 4,329,000 958,000 1,326,000 5,655,000 368,000

用地補償費 5,532,000 5,316,000 216,000 219,000 5,535,000 3,000

営繕費等 834,000 714,000 120,000 204,000 918,000 84,000

合計 41,500,000 18,761,000 22,739,000 22,693,000 41,454,000 ▲ 46,000
 

 

工程の点検は、最新の数量や施工計画、近年施工の他ダムの事例等を参考に点検を行った結果、検証

終了後 8年後に完成見込みとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②堆砂計画 

河内川ダムの計画堆砂量 800,000m3 は、近傍類似ダムの実績堆砂量から計画比堆砂量 500m3/km2/年

として設定している。点検では近傍類似ダムの平成 4 年から平成 21 年まで（18 年間）の実績堆砂量デ

ータを追加し点検を行った。結果、計画比堆砂量の変更の必要はないと判断している。 

 

③計画雨量 

河内川ダムの計画雨量は、昭和 44 年から平成 17 年までの降雨データを確率処理して降雨継続時間内

雨量（24 時間）、洪水到達時間内雨量（3 時間）は、整備計画規模（年超過確率 1/30）で確率降雨

量 309mm/24hr、131mm/3hr と設定している。点検では平成 18 年～平成 21 年の雨量データを追加して、

現計画の確率降雨量の点検を行った結果、現計画と同程度であり、確率降雨量を変更する必要はないと

判断している。 

 

 

 資料期間 
計画雨量 

24 時間 3 時間 

現計画 昭和 44 年～平成 17年 309mm 131mm 

今回点検 昭和 44 年～平成 21年 297.9mm～314.5mm 118.9mm～122.5mm 

 

④新規利水計画の確認と点検 

(1)新規利水計画 

河内川ダム事業の新規利水開発量は次の通りとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)利水参画者への確認と点検 

(a)小浜市上水道計画 

■水道計画 

小浜市の水道用水は、現在、地下水である湯岡水源、雲浜水源、谷田部水源、遠敷水源を確保してい

るが、湯岡水源については施設の老朽化が著しく、近傍河川の改修による水位低下や、氾濫時の井戸の

冠水等の影響が懸念されており、雲浜水源には将来の塩水化による影響が懸念されている。小浜市上水

道事業計画では、周辺の簡易水道等を上水道へ統合し、平成 38 年度の計画給水量 13,740m3/日に対し、

水源の多様化を図り、安全な水道水の安定供給を目的として、谷田部水源 1,580m3/日、遠敷水源

500m3/日に加え、新たに河内川ダムから 11,660m3/日（取水量 12,960m3/日）を確保する計画となって

いる。 

 

表-6 計画雨量の点検結果 

表-5 総事業費点検結果 

図-10 工程点検結果 

基礎処理

ダム本体

試験湛水

付替道路工

転流工

管理設備

河川切替

基礎掘削

ｺﾝｸﾘｰﾄ打設

８年目５年目 ６年目 ７年目１年目 ２年目 ３年目 ４年目項　　　目

≪参考≫

浄土寺川ダムの実績（但し、1月～3月は冬季休止）

本体掘削：24万m3/16カ月（1.5万m3/月）、本体コンクリート：27万m3/26カ月（1万m3/

月）

（単位：m3/s）

しろかき期 非かんがい期

4/21
～4/30

5/1
～7/10

7/11
～9/30

10/1
～4/20

小浜市 0.15 － － － －

若狭町 0.03 － － － －

工業用水 若狭町 0.02 － － － －

特定
かんがい

若狭町 － 0.285 0.331 0.358 0

水道用水

区分
事業
主体名

通年
普通かんがい期

表-7 新規開発量 
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■利水参画者への確認と点検 

水道事業者である小浜市に確認を行った結果、ダム事業への参画継続の意思及び開発量に変更が無い

ことを確認した。また、必要量の算出が妥当に行われていることを確認した。 

 

 
項目 推計値 

給水人口 

行政区域内人口 28,827 人 

給水区域内人口 26,267 人 

給水人口 26,240 人 

有収水量 

生活用水 7,111m3/日 

業務営業用水等 1,570m3/日 

有収水量 8,681m3/日 

有収率 93.9% 

負荷率 67.3% 

計画 1日最大給水量 13,740m3/日 

 

(b)若狭町上水道計画 

■水道計画 

若狭町の水道用水は、現在、天増川及び地下水である野木水源、井ノ口第 2 水源を確保しているが、

井ノ口第 2 水源では近隣で試掘した井戸の原水水質試験結果において鉄・マンガン濃度が高い値を示し

ており、今後鉄・マンガン濃度が高くなる懸念がある。若狭町上水道事業計画では、周辺の簡易水道等

を上水道へ統合し、平成 32 年度の計画給水量 4,741m3/日に対し、水源の多様化を図り、安全な水道水

の安定供給を目的として、天増川水源 1,600m3/日（取水量 1,760m3/日）、野木水源 786m3/日に加え、

新たに河内川ダムから 2,355m3/日（取水量 2,592m3/日）を確保する計画となっている。 

 

■利水参画者への確認と点検 

水道事業者である若狭町に確認を行った結果、ダム事業への参画継続の意思及び開発量に変更が無い

ことを確認した。また、必要量の算出が妥当に行われていることを確認した。 

  

 
項目 推計値 

給水人口 

行政区域内人口 16,000 人 

給水区域内人口 8,200 人 

給水人口 8,200 人 

有収水量 

生活用水 2,132m3/日 

業務営業用水等 955m3/日 

有収水量 3,087m3/日 

有収率 93.0% 

負荷率 70.0% 

計画 1日最大給水量 4,741m3/日 

 

 

 

 

 

(c)若狭町工業用水道計画 

■工業用水道計画 

若狭町の工業用水道は、現在は、暫定的に地下水を水源とし、平成 22 年度において契約企業数 6 社、

給水契約量 1,735m3/日となっている。安定供給に対する不安が大きく、地元農業従事者からは渇水時

における農業用水不足に対する懸念より、地下水取水に反対も多いことから、河内川ダム完成後はダ

ム放流水を主水源とすることで、地下水源への影響を軽減する必要がある。若狭町工業用水道事業計

画では、今後、最大需要者の事業拡大に伴う契約水量の増量や新規企業の誘致などの要望に応えるた

め、平成 23 年度以降の契約水量 2,600m3/日に対し、井戸 1,000m3/s 日に加え、新たに河内川ダムか

ら 1,600m3/日（取水量 1,728m3/日）を確保する。なお、2,600m3/日の給水設備は完了している。 

 

■利水参画者への確認と点検 

工業用水道事業者である若狭町に確認を行った結果、ダム事業への参画継続の意思及び開発量に変

更が無いことを確認した。また、必要量の算出が妥当に行われていることを確認した。 

 

(d)若狭町特定かんがい 

■特定かんがい計画 

若狭町の特定かんがい計画は、鳥羽川および安賀里川の流量での用水不足に対して河内川ダムから

最大 0.358m3/s を補給するものであり、圃場整備及びパイプライン化は完了している。現在は、鳥羽

川および安賀里川から取水を行っているが、必要水量を確保できておらず、用水不足のため番水を行

っている。 

 

■利水参画者への確認と点検 

特定かんがい用水補給者である若狭町に確認を行った結果、ダム事業への参画継続の意思及び最大開

発量に変更が無いことを確認した。また、必要量の算出が妥当に行われていることを確認した。 

 

⑤利水容量 

河内川ダムの利水容量は昭和 51 年から昭和 60 年までの 10 年間のデータによる利水計算を行い、利

水安全度が 1/10 を確保される 480 万 m3 と設定している。 

点検では、昭和 61 年～平成 21 年のデータを追加して、利水計算を行ったところ、利水計画基準年で

ある昭和 53 年の 480 万 m3 は変更する必要がなく、利水容量を変更する必要はないと判断している。 

 

 

 

 

表-8 需要予測（小浜市上水道） 

表-9 需要予測（若狭町上水道） 
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４．目的別対策案の立案の考え方とそれぞれの対策案の概要 

①治水対策案 

①－１治水対策案の立案・抽出 

図-11 治水対策案選定フロー 

当
該
河
川
や
流
域
で
適
用
可
能
な
も
の
、
制
度
上
や
技
術
上
の
観
点
か
ら
可
能
な
も
の
を
選
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コ
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、
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踏
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軸
に

よ
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的
に
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価

詳
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討

一
次
選
定
さ
れ
た
治
水
対
策
案
に
つ
い
て
、
ダ
ム
の
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能
を
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す
る
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果
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独
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し
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は
組
み
合
わ
せ
に
よ
る
治
水
対
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案
を
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定

一
次
選
定

二
次
選
定

治水対策案に係る方策の適用と組み合わせ

河川を中心とした対策

治水対策メニュー

流域を中心とした対策

０.（現行計画案）
ダム+河道改修

1.

既設ダム
の有効活用

2.

遊水地
3.

放水路
4.

河道掘削
5.

引堤
6.

堤防
嵩上げ

7.

樹木
伐採

8.決壊
しない
堤防

9.決壊
しづらい
堤防

10.

高規格
堤防

11.

排水
機場

12. 

雤水
貯留施設

13. 

雤水
浸透施設

14.遊水機
能を有する
土地の保全

15.部分的
に低い堤防
の存置

16.

霞堤
の存置

17.

輪中堤
18.

二線堤
19.

樹林帯等

20.宅地の
嵩上げ・
ﾋﾟﾛﾃｲｰ
建築等

21.

土地利用
規制

22.

水田等
の保全

23.

森林の
保全

24.洪水の
予測情報の
提供等

25.

水害
保険等

一
次
選
定

有
識
者
会
議
で
の
方
策
案

樹木伐採
は既計画
で見込ん
でいる。

技術的手
法が確立さ
れていない。

技術的手
法が確立さ
れていない。

広範囲に堤内盛
土を行う必要から、
コストが膨大で地
域社会への影響
が著しい。

流下能力
向上、ピー
ク 流 量 の
低減に 寄
与しない。

北川沿川
に遊水機
能を有す
る土地が
存在しな
い。

北川沿川
は土地利
用が進ん
でおり、対
象となる土
地が存在
しない。

霞堤の存
置は既計
画で見込
んでいる。

下流部は密集市街
地であり、中流部
は氾濫形態から輪
中堤に適していな
い。

二線堤と兼
用が可能な
既設道路や
土地が存在
しない。

北川沿川は土
地利用が進み
適地がなく、効
果が定量的に
見込めない。

下流部は密集市街
地であり、中流部は
氾濫形態から笠笠
上げに適していな
い。

氾濫区域内
は市街化さ
れ、土地利
用の規制を
行うことは現
実的に困難。

北川流域
の森林は
良好に状
態にあり、
森林保全
による洪
水低減効
果を定量
的に見込
めない。

損害補償
を 行 う も
のであり、
人身被害
抑制は図
れない。

二
次
選
定

河
内
川
ダ
ム
の
対
策
案

：北川における有効
な治水対策案

家屋等資産被
害を軽減できず、
流下能力向上、
ピーク流量低
減に寄与しない。

北川流域
内に既設
のダムが
ない。

放水路単独案としてダム
サイトから若狭湾への放水
路トンネルが考えられるが、
他案との組み合わせに
よって、放水路延長や規模
を低減させることが可能と
なるため、他案との複合案
にてダムの機能を代替す
る効果を見込む案とする。

河道掘削単独案として、
ダムの代替案として効果が
期待できるが、他案との組
合せることで、河川横断構
造物等への影響を尐なくで
きるため、他案との複合案
にてダムの機能を代替す
る効果を見込む案とする。

引堤単独案として、ダム
の代替案として効果が期
待できるが、他案との組合
せることで、用地補償約
10ha、支障家屋約40戸を
尐なくできるため、他案と
の複合案にてダムの機能
を代替する効果を見込む
案とする。

堤防嵩上げ単独案として、
ダムの代替案として効果が
期待できるが、他案との組
合せることで、用地補償約
5ha、支障家屋約130戸を
尐なくできるため、他案と
の複合案にてダムの機能
を代替する効果を見込む
案とする。

学校グラウンド、公園、市街地、水田にお
いて雤水貯留、浸透施設を設置し、流出抑
制を行い、河道のピーク流量を低減させる
効果が期待できるが、上流部にはその適
地がない。
よって、他案との複合案にてダム機能を
代替する効果を見込む案とする。

※雤水浸透施設については、その効果に
比べて割高であることから、棄却する。

河川改修案
ダム代替機能として掘削、引き堤、築堤
を組み合わせた河川改修案による河道
の流下能力の向上

遊水地＋河川改修案
ダム代替機能として遊水地による洪水調
節と洪水調節の効果が及ばない区間の河
川改修による河道の流下能力の向上

放水路＋河川改修案
ダム代替機能として放水路による洪水調
節と洪水調節の効果が及ばない区間の河
川改修による河道の流下能力の向上

雤水貯留＋河川改修案
ダム代替機能として雤水貯留による洪水調
節と洪水調節の効果が及ばない区間の河
川改修による河道の流下能力の向上

ダム事業費91億円

対
策
案
１

対
策
案
２

対
策
案
３

対
策
案
４

詳
細
検
討

3.

放水路
2.

遊水地
4.

河道掘削
5.

引堤
6.

堤防
嵩上げ

12. 

雤水
貯留施設

13. 

雤水
浸透施設

22.

水田等
の保全

単独案概算事業費
約300億円

単独案概算事業費
約340億円

単独案概算事業費
約150億円

単独案概算事業費
約460億円

遊水地単独案としてダムに
よる洪水調節効果に相当す
る区間を対象とするには、ダ
ムサイトに遊水地を設置する
必要があるが、ダムサイト周
辺には適地がないことから、
遊水地は実現が困難である。
よって北川沿川の水田部に
設置し、他案との複合案にて
ダムの機能を代替する効果
を見込む案とする。
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①－２ 抽出した対策案の概要 

案 現行計画案：ダム＋河川改修案 対策案 1：河川改修案 対策案 2：遊水地＋河川改修案 

概要 河内川ダムによる洪水調節と河川改修による河道の流下能力の向上 
ダム代替機能として掘削、引き堤、築堤を組み合わせた河川改修案による河道の流

下能力の向上 

ダム代替機能として遊水地による洪水調節と洪水調節の効果が及ばない区

間の河川改修による河道の流下能力の向上 

流量配分 

  

 

 

 

 

 

 

 

完成までに要

する費用 

・ダム  91.1 億円（ダム残事業 227.4 億×河川割合 89.65%×洪水調節割合 44.7%） 

・河川改修  39.8 億円 
 

【内訳】 
国管理区間

数量 金額

土工 掘削 125千m3 16.3

護岸工 7千m2 3.0

橋梁 － －

堰 1基 16.9

用地 － －

補償 － －

測量試験費等 1式 2.9

合計 39.1

（単位：億円）

項目
河川改修

 

県管理区間

数量 金額

土工
掘削   4千m3
盛土   3千m3 0.3

護岸工 1千m2 0.4

橋梁 － －

堰 － －

用地 － －

補償 － －

測量試験費等 1式 0.1

合計 0.7

（単位：億円）

項目
河川改修

 

・河川改修  180.7 億円 

 
 

【内訳】 
国管理区間

数量 金額

土工 掘削 305千m3 42.3

護岸工 7千m2 3.2

橋梁 － －

堰 6基 63.6

用地 － －

補償 － －

測量試験費等 1式 8.8

合計 117.9

（単位：億円）

項目
河川改修

 

県管理区間

数量 金額

土工
掘削 110千m3
盛土  30千m3 9.9

護岸工 26千m2 22.0

橋梁 4橋 9.4

堰 1基 5.9

用地 2.3ha 4.6

補償 9戸 6.3

測量試験費等 1式 4.7

合計 62.8

（単位：億円）

項目
河川改修

 

・河川改修  101.9 億円 

・遊水地    42.4 億円 
 

【内訳】 
国管理区間

数量 金額

土工 掘削 125千m3 16.3

護岸工 7千m2 3.0

橋梁 － －

堰 1基 16.9

用地 － －

補償 － －

測量試験費等 1式 2.9

合計 39.1

（単位：億円）

項目
河川改修

 

県管理区間

数量 金額

土工
掘削 110千m3
盛土  30千m3 9.9

護岸工 26千m2 22.0

橋梁 4橋 9.4

堰 1基 5.9

用地 2.3ha 4.6

補償 9戸 6.3

測量試験費等 1式 4.7

合計 62.8

（単位：億円）

項目
河川改修

 

合計 130.9 億円 合計 180.7 億円 合計 144.3 億円 

案 対策案 3：放水路＋河川改修 対策案 4：雨水貯留＋河川改修  

概要 
ダム代替機能として放水路による洪水調節と洪水調節の効果が及ばない区間の河川

改修による河道の流下能力の向上 

ダム代替機能として雨水貯留による洪水調節と洪水調節の効果が及ばない区間の河

川改修による河道の流下能力の向上 
 

流量配分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完成までに要

する費用 

・河川改修  101.9 億円 

・放水路   292.2 億円 
 

【内訳】 
国管理区間

数量 金額

土工 掘削 125千m3 16.3

護岸工 7千m2 3.0

橋梁 － －

堰 1基 16.9

用地 － －

補償 － －

測量試験費等 1式 2.9

合計 39.1

（単位：億円）

項目
河川改修

 

県管理区間

数量 金額

土工
掘削 110千m3
盛土  30千m3 9.9

護岸工 26千m2 22.0

橋梁 4橋 9.4

堰 1基 5.9

用地 2.3ha 4.6

補償 9戸 6.3

測量試験費等 1式 4.7

合計 62.8

（単位：億円）

項目
河川改修

 

・河川改修  180.0 億円 

・雨水貯留   5.2 億円 
 

【内訳】 
国管理区間

数量 金額

土工 掘削 297千m3 41.6

護岸工 7千m2 3.2

橋梁 － －

堰 6基 63.6

用地 － －

補償 － －

測量試験費等 1式 8.8

合計 117.2

（単位：億円）

項目
河川改修

 

県管理区間

数量 金額

土工
掘削 110千m3
盛土  30千m3 9.9

護岸工 26千m2 22.0

橋梁 4橋 9.4

堰 1基 5.9

用地 2.3ha 4.6

補償 9戸 6.3

測量試験費等 1式 4.7

合計 62.8

（単位：億円）

項目
河川改修

 

 

合計 394.1 億円 合計 185.2 億円  

若 
狭 
湾 

遠 
敷 
川 

江 
古 
川 

野 
木 
川 

鳥 
羽 
川 

河 
内 
川 

河内川ダム 

新 
道 
■ 

■ 
高 
塚 

170 

40 

440 1400 
河床掘削 

堤防嵩上 

河床掘削 

170 

若 
狭 
湾 

遠 
敷 
川 

江 
古 
川 

野 
木 
川 

鳥 
羽 
川 

河 
内 
川 

新 
道 
■ 

■ 
高 
塚 

570 1500 
河床掘削 

引堤 

堤防嵩上 

河床掘削 
若 
狭 
湾 

遠 
敷 
川 

江 
古 
川 

野 
木 
川 

鳥 
羽 
川 

河 
内 
川 

新 
道 
■ 

■ 
高 
塚 

170 

570 1400 

遊水地 

河床掘削 

堤防嵩上 

引堤 

若 
狭 
湾 

遠 
敷 
川 

江 
古 
川 

野 
木 
川 

鳥 
羽 
川 

河 
内 
川 

新 
道 
■ 

■ 
高 
塚 

170 

570 1400 

放水路 

河床掘削 

引堤 

堤防嵩上 

170 

若 
狭 
湾 

遠 
敷 
川 

江 
古 
川 

野 
木 
川 

鳥 
羽 
川 

河 
内 
川 

新 
道 
■ 

■ 
高 
塚 

570 1500 
河床掘削 

引堤 

堤防嵩上 

河床掘削 



9 

    

 

現行計画案：ダム＋河川改修案 対策案 1：河川改修案 対策案 2：遊水地＋河川改修案 

河床掘削
かさ上げ（腹付含む）

河内川ダム

断面①

高塚

遠敷川

北川

野木川
鳥羽川

新道

河内川

 

約100m

【断面①】

江古川多田川

整備計画河川改修断面図

 

断面①

断面③

河床掘削
引堤
かさ上げ（腹付含む）

断面②高塚

遠敷川

北川

野木川
鳥羽川

新道

河内川

 

 

【断面①】

【断面③】

約100m

約30m

ダム代替

整備計画

河川改修断面図 【断面② 】
約70m

 

遊水地

河床掘削
引堤
かさ上げ（腹付含む）

高塚

遠敷川

北川

野木川
鳥羽川

新道

河内川

 

遊水地詳細図

 

対策案 3：放水路＋河川改修 対策案 4：雨水貯留＋河川改修  

河床掘削
引堤
かさ上げ（腹付含む）

高塚

遠敷川

北川

野木川
鳥羽川

新道

河内川

 

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000

標
高
（

EL
.m
）

距離（m）

地形

導水路

1.5Dライン

放水路縦断図

流量：150m3/s
断面：標準馬てい形2r=7.7m
勾配：i=1/250

ｒ＝3.85ｍ

2ｒ＝7.7ｍ

放水路構造図

 

 

断面①

雨水貯留

河床掘削
引堤
かさ上げ（腹付含む）

高塚

遠敷川

北川

野木川
鳥羽川

新道

河内川

 

 

畦高 

320mm 

220mm 50mm 50mm 

30mm 
（営農時水深） 

200mm 

50mm 

追加高さ 

170mm 

余裕高 
100mm 

田底 

田底 
30mm 

（営農時水深） 

160mm 180mm 

追加高さ 

170mm 
220mm 
全幅越流 

50mm 
切り欠き越流 

堰板 

堰板 

水田貯留を考慮した堰板 

（従来） （水田貯留時） 

（従来） （水田貯留時） 

出水時の水深 出水時の水深 

200mm 

側面図 

180mm 

水田貯留を考慮した堰板 

正面図 

300mm 

200mm 

水田貯留

【断面①】
約100m

ダム代替

整備計画

河川改修断面図
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①－３ 治水対策案の総合評価 

評価軸 評価の考え方 現計画案：ダム＋河川改修案 対策案１：河川改修案 対策案２：遊水地＋河川改修案 対策案３：放水路＋河川改修案 対策案４：雨水貯留＋河川改修案 

①安全度 

河川整備計画レベルの目標に対し安

全を確保できるか 
・河川整備計画と同程度の安全を確保できる。 ・河川整備計画と同程度の安全を確保できる。 ・河川整備計画と同程度の安全を確保できる。 ・河川整備計画と同程度の安全を確保できる。 ・河川整備計画と同程度の安全を確保できる。 

目標を上回る洪水等が発生した場合

にどのような状態となるか 
・ダムは河川整備基本方針規模の 1/100 の洪水まで機能す

る。 

・目標を上回る洪水への効果は期待できない。  ・目標を上回る洪水への効果は期待できない。 ・目標を上回る洪水への効果は期待できない。  ・目標を上回る洪水への効果は期待できない。 

段階的にどのように安全度が確保さ

れていくのか 
・ダムは完成するまで効果を発現しない。  ・完成した区間から順次効果を発現するが、新たな橋梁架

替 4 橋、支障家屋 9 戸、用地補償 2.3ha 等による時間を要

する。 

・遊水地は完成するまで効果を発現せず、河川改修も含め

て新たな橋梁架替 5 橋、支障家屋 9 戸、用地補償 23.3ha

等により時間を要する。 

・放水路は完成するまで効果を発現せず、河川改修も含め

て新たな橋梁架替 4 橋、支障家屋 9 戸、用地補償 3.7ha 等

による時間を要する。 

・雨水貯留は地元理解・協力に長期間を要する。河川改修

は完成した区間から順次効果を発現するが、新たな橋梁架

替 4 橋、支障家屋 9 戸、用地補償 2.3ha 等による時間を要

する。 

どの範囲でどのような効果が確保さ

れていくのか 
・ダム下流において、河道のピーク流量を低減させる。 ・実施場所付近で、河道の流下能力を向上させる。 ・遊水地下流において、河道のピーク流量を低減させる。 ・放水路は、分岐地点下流において河道のピーク流量を低

減させる。 

・雨水貯留設置箇所下流において河道のピーク流量を低減

させる。 

②コスト  

完成するまでに要する費用はどのく

らいか 

【ダム】91.1 億円（治水分残事業費） 

【ダム以外の整備計画メニュー】39.8 億円 （計）130.9 億円 

【ダムの代替案】140.9 億円（河川改修）  

【ダム以外の整備計画メニュー】39.8 億円  （計）180.7 億円 

【ダムの代替案】42.4 億円（遊水地）、62.1 億円（河川改修）  

【ダム以外の整備計画メニュー】39.8 億円  （計）144.3 億円 

【ダムの代替案】292.2 億円（放水路）、62.1 億円（河川改修）  

【ダム以外の整備計画メニュー】39.8 億円  （計）394.1 億円 

【ダムの代替案】5.2 億円（雨水貯留）、140.2 億円（河川改修） 

【ダム以外の整備計画メニュー】39.8 億円  （計）185.2 億円 

維持管理に要する費用はどのくらい

か（50 年間分） 

【ダム】15.0 億円（常時監視など）  

【河川】20.0 億円（草刈、浚渫など）     （計）35.0 億円 

【河川】20.0 億円（草刈、浚渫など） 

     （計）20.0 億円 

【遊水地】7.1 億円（草刈、監視など）  

【河川】20.0 億円（草刈、浚渫など）    （計）27.1 億円 

【放水路】10.0 億円 （常時監視など） 

【河川】20.0 億円（草刈、浚渫など）    （計）30.0 億円 

【雨水貯留】－ 

【河川】20.0 億円（草刈、浚渫など）    （計）20.0 億円 

ダム中止に伴って発生する費用はど

れくらいか  
・なし （利水者負担金返還、土捨場整備、横坑閉塞など）  12.0 億円 （利水者負担金返還、土捨場整備、横坑閉塞など）  12.0 億円  （利水者負担金返還、土捨場整備、横坑閉塞など）  12.0 億円 （利水者負担金返還、土捨場整備、横坑閉塞など）  12.0 億円 

合計 165.9 億円 212.7 億円 183.4 億円 436.1 億円 217.1 億円 

③実現性  

土地所有者等の協力の見通しはどう

か 
・ダムでは用地買収、家屋移転ともに完了しており、実現

が確実である。  

・新たな支障家屋 9 戸、用地補償 2.3ha により、相当な困

難がある。 

・新たな支障家屋 9 戸、用地補償 23.3ha により、相当な

困難がある。 

・新たな支障家屋 9 戸、用地補償 3.7ha により、相当な困

難がある。 

・雨水貯留は、地元の理解・協力を得ることは困難であ

り、また、新たな支障家屋 9 戸、用地補償 2.3ha により、

相当な困難がある。 

その他の関係者との調整の見通しは

どうか 
・内水面漁業、電力事業者との調整のみが必要。 ・道路管理者や熊川宿関係者、土地改良区、教育委員会と

の新たな調整に時間を要する可能性がある。 

・道路管理者や熊川宿関係者、土地改良区、教育委員会と

の新たな調整に時間を要する可能性がある。 

・道路管理者や熊川宿関係者、土地改良区、教育委員会と

の新たな調整に時間を要する可能性がある。 

・道路管理者や熊川宿関係者、土地改良区、教育委員会と

の新たな調整に時間を要する可能性がある。 

法制度上の観点から実現性の見通し

はどうか 
・現行法制度内で対応可  ・現行法制度内で対応可  ・現行法制度内で対応可 ・現行法制度内で対応可 ・現行法制度内で基本的に対応可能であるが、実現性の担

保には何らかの法制度での対応が必要である。 

技術上の観点から実現性の見通しは

どうか 
・現行技術水準で対応可。  ・現行技術水準で対応可。  ・現行技術水準で対応可。  ・現行技術水準で対応可。  ・現行技術水準で対応可。  

④持続性  将来にわたって持続可能といえるか  ・適切な維持管理により持続可能。 ・適切な維持管理により持続可能。 ・適切な維持管理により持続可能。 ・適切な維持管理により持続可能。 ・適切な維持管理により持続可能。 

⑤柔軟性  
地球温暖化に伴う気候変化や社会環

境の変化など、将来の不確実性に対

する柔軟性はどうか 

・ダムでは貯水池の掘削による容量の増加や操作規則の変

更、容量配分の見直しなど用地補償が不要で柔軟に対応可

能である。  

・河川改修は、橋梁・取水堰・護岸等の施設の付替や用地

買収、家屋補償が必要となり、柔軟に対応することは容易

ではない。  

・遊水地は掘り下げることで、排水方法の変更が必要にな

るものの、容量が増加でき用地補償が不要で柔軟な対応が

可能である。 

・放水路の改修は、7.3km の延長にわたるトンネル断面の

拡幅が必要となり、柔軟に対応することは容易ではない。  

・河川改修は、橋梁・取水堰・護岸等の施設の付替や用地

買収、家屋補償が必要となり、柔軟に対応することは容易

ではない。  

⑥地域社

会への影

響  

事業地及びその周辺への影響はどの

程度か 
・ダムによる用地買収、家屋補償は完了しており、新たに

大きな影響は生じない。 

・新たな支障家屋 9 戸、用地補償 2.3ha により影響が生じ

る。  

・新たな支障家屋 9 戸、用地買収 23.3ha により影響が生

じる。  

・放水路により洪水時の濁水が北川流域外の若狭湾へ直接

放流されることから、漁業収益減収が著しい。また、新た

な支障家屋 9 戸、用地買収 3.7ha により影響が生じる。 

・雨水貯留施設については、農業収益減収などの影響が生

じる可能性がある。また、新たな支障家屋 9 戸、用地買収

2.3ha により影響が生じる。 

地域振興に対してどのような効果が

あるか 
・貯水池が新たに形成されることで、観光客の増加などの

地域振興への効果をもたらす可能性がある。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うこと

により、地域振興に寄与する可能性がある。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うこと

により、地域振興に寄与する可能性がある。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うこと

により、地域振興に寄与する可能性がある。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うこと

により、地域振興に寄与する可能性がある。 

地域間の利害の衡平への配慮がなさ

れているか 
・家屋移転が完了しており、新たな地域間の利害の衡平に

係る課題は想定されない。 

・河川改修は対策実施箇所と受益地が比較的近接してお

り、地域間の利害の衡平に係る課題は想定されない。 

・遊水地が位置する上流域で用地補償が発生し、受益を享

受するのは下流域となるため、地域間で利害が異なる。 

・放水路は受益地と異なる場所に新たな吐口ができること

から、地域間で利害が異なる。 

・受益を享受するのは雨水貯留を行う水田の下流域である

ため、地域間で利害が異なる。 

⑦環境へ

の影響  

水環境に対してどのような影響があ

るか 
・選択取水設備の適切な運用等により影響を回避低減でき

ると考えている。 

・洪水調節により水量の急激な変化が緩和される。  

・河川改修工事中に濁水が発生する。 

・河川改修工事中に濁水が発生する。  ・遊水地の洪水調節による水質への影響は小さい。  

・洪水調節により水量の急激な変化が緩和される。  

・河川改修工事中に濁水が発生する。  

・洪水調節により水量の急激な変化が緩和される。 

・放水路吐口である若狭湾の水質への影響がある。  

・河川改修工事中に濁水が発生する。  

・河川改修工事中に濁水が発生する。  

生物の多様性の確保及び流域の自然

環境全体にどのような影響があるか 
・ダムにより土地の改変面積 72ha が生じるが、これまで

の付替道路工事で、専門家の意見を聞きながら希尐な動植

物のモニタリングを実施するなどの配慮により、影響の回

避低減を行っている。 

・新たに土地の改変面積 2.3ha が生じ、現川改修区間の延

長が 14.1km と長く、魚類等の河川生物への影響を生じる

可能性がある。  

・遊水地により土地の改変面積 21ha が生じ、雑草や害虫

等の発生により、住民の生活環境との調和が懸念される。 

また、河川改修では新たに土地の改変面積 2.3ha が生じ、

現河川を改変するため、魚類等の河川生物への影響を生じ

る可能性がある。 

・放水路吐口である若狭湾の水質悪化、泥の堆積等により

海洋生物への影響がある。また、河川改修では新たに土地

の改変面積 2.3ha が生じ、現河川を改変するため、魚類等

の河川生物への影響を生じる可能性がある。 

・河川改修では新たに土地の改変面積 2.3ha が生じ、現河

川を改変するため、魚類等の河川生物への影響を生じる可

能性がある。  

土砂流動はどう変化し、下流河川・

海岸にどのように影響するか 
・ダムで土砂を堰止めるため、ダム直下流では河床低下や

粒度変化が生じることが予測されるが、床固工、堰等によ

り河床低下は部分的である。また、北川本川に対しては、

相対的に河内川の流域が小さいため、影響は小さい。 

・土砂をせき止めないため、影響はない。 ・土砂をせき止めないため、影響はない。 ・土砂をせき止めないため、影響はない。 ・土砂をせき止めないため、影響はない。 

景観、人と自然との豊かな触れ合い

にどのような影響があるか 
・景観資源に影響はなく、主要な眺望点からダムは視認さ

れない。また、魚類の主要な生息場であると考えられる明

神谷川が残り、河内森林公園にはダム建設後も付替道路の

整備によりアクセス可能であることから、影響は小さい。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うこと

により、景観や人と自然の触れ合いに寄与する可能性があ

る。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うこと

により、景観や人と自然の触れ合いに寄与する可能性があ

る。 

・放水路吐口からの濁水により、若狭湾の釣り利用に影響

がある。また、親水性の機能を付加する等の設計の創意工

夫を行うことにより、景観や人と自然の触れ合いに寄与す

る可能性がある。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うこと

により、景観や人と自然の触れ合いに寄与する可能性があ

る。 

治水対策案の総合評価 治水対策案としては、安全度や時間的観点からみた実現性、地域社会への影響について他の案に比べて優位であり、かつコストが一番小さい「ダム＋河川改修案」が最も適当である。 

 
※太枠部は評価が優位なところを示す。 
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②－１ 新規利水対策案の立案・抽出 

 

 

 

 

 

 

図-12 新規利水対策案選定フロー 
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選
定
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選
定

新規利水対策案に係る方策の適用と組み合わせ

供給面での対応
（河川区域内）

新規利水対策メニュー

需要面・供給面での総合的な
対応が必要なもの

供給面での対応
（河川区域外）

０.

（現行計画案）
ダム案

1.

河道外貯留施設
（貯水池）

2.

ダム再開発
（かさ上げ・掘削）

3.

他用途ダム容量の
買い上げ

4.

水系間導水
5.

地下水取水
6.

ため池（取水後の
貯留施設を含む。）

7.

海水淡水化
8. 

水源林の保全
9. 

ダム使用権等
の振替

10.

既得水利の
合理化・転用

11.

渇水調整の
強化

12. 

節水対策
13. 

雤水・中水
利用

一
次
選
定

有
識
者
会
議
で
の
方
策
案

二
次
選
定

河
内
川
ダ
ム
の
対
策
案

：有効 な対策案

北川流域内に
既設のダムが
ない。

北川流域内に
既設のダムが
ない。

小浜市の地下水賦
存量は限界に達し
ている。若狭町の上
水、工水としては、
地下水の水質悪化
の懸念がある。若狭
町の特定かんがい
としては、大規模な
取水実績もない。

北川流域では、
既存の森林は現
在良好な状態で
あり、河川流況の
安定化を期待す
ることは困難であ
り、また、効果を
定量的に見込め
ない。

北川流域内に
既設のダムが
ない。

北川流域内
の水田は圃
場整備が進ん
でおり、水田
の面積にも大
きな経年変化
は見られない
ため、需要量
減による既得
水利の合理
化は困難。

渇水調整に
よる効果を定
量的に見込
めない。

北川上流部
では若狭町
の上水道の
取水が行わ
れているが、
最終利用者
の意向に依
存するもの
であるため
定量的に効
果を見込む
ことは困難。

北川上流部
では若狭町
の上水道の
取水が行わ
れているが、
最終利用者
の意向に依
存するもので
あるため定
量的に効果
を見込むこと
は困難。

北川沿川中流部の水田に、
河道外貯留施設（貯水池）を
新設することが可能である。

北川水系外である南川水系から必
要な水量を確保する方策が考えら
れるため、適用が考えられるが、南
川の流況から判断して必要量を導
水できない上、仮に導水トンネルと
した場合にもダムの新規利水分の
残事業費に対しコストが極めて高い。

北川流域内の既存のため池を
利用したかさ上げ、ため池の新
設による貯水容量の確保が可
能と考えられるが、ダム案に比
べコストが極めて高い。

北川河口には小浜湾があり、
海水を淡水化して水源とする
ことが可能である。コストが高
いが、新規利水参画者は、海
水淡水化を利水代替案とし
て考えられるとの回答であっ
たことから詳細検討の対象と
する。

１．河道外貯留施設（貯水池）案
・貯水容量 165万m3

・概算事業費約100億円
・河道外貯留施設（貯水池）により新規開発量を確保する

４．水系間導水
（導水路トンネル 26km）
概算事業費約180億円

（ただし、必要量は満足していない）

６．ため池
（既設の嵩上げ、新設ため池）

概算事業費200億円

7．海水淡水化案
・概算事業費360億円
・海水淡水化施設により新規開発量を確保する

ダム事業費
23億円

詳
細
検
討 対

策
案
１

対
策
案
２

1.

河道外貯留施設
（貯水池）

4.

水系間導水
6.

ため池（取水後の
貯留施設を含む。）

7.

海水淡水化
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②－２ 抽出した対策案の概要 

案 現行計画案：ダム案 対策案１：河道外貯留施設（貯水池）案 対策案２：海水淡水化案 

概要 河内川ダムにより新規開発量を確保する 河道外貯留施設（貯水池）により新規開発量を確保する 海水淡水化施設により新規開発量を確保する 

概要図 

 

 

 

 

河内川ダム

小浜市上水道
取水予定地点 若狭町工業用水道

取水予定地点

若狭町特定かんがい
取水予定地点

若狭町上水道
取水予定地点

小浜市水道施設
・浄水場：1式
・取水施設：1式
・導水施設：0.3km
・送水施設：5.5km

若狭町上水道施設
・浄水場：1式
・取水施設：1式
・導水施設：0.7km

若狭町特定かんがい施設
[配水施設は完成済]

若狭町工業用水道施設
・浄水場：1式

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯水池

小浜市上水道
取水予定地点

若狭町工業用水道
取水予定地点

小浜市水道施設
・浄水場：1式
・取水施設：1式
・導水施設：0.3km
・送水施設：5.5km

若狭町上水道施設
・浄水場：1式
・導水施設：2.5km

若狭町特定かんがい施設
[既存の排水施設を利用]

若狭町工業用水道施設
・浄水場：1式

 
 

4.0m

地盤高

貯水池断面図 取水設備

貯水池計画線

 
 

 

 

 

 

 

海水淡水化
施設

小浜市水道施設
・送水施設：9.7km

若狭町上水道施設
・送水施設：17.0km

若狭町特定かんがい施設
・送水施設：16.2km

若狭町工業用水道施設
・送水施設：11.0km

 
 

 

整備 

メニュー 

・ダム：1式（新規利水容量 165 万 m3） 

・水道施設整備（取水・導水・送水） 

・貯水池：1式（貯水容量 165 万 m3） 

・水道施設整備（取水・導水・送水） 
・海水淡水化施設：1式（取水・プラント・導水・送水） 

完成までに 

要する費用 

・ダム 

23.5 億円（ダム残事業 227.4 億×新規利水割合 10.35%） 

 

・水道施設等 

80.0 億円 

・貯水池 

104.3 億円（用地補償 42.0ha） 

 

・水道施設等 

79.8 億円 

・海水淡水化施設 

354.4 億円（用地補償 4.6ha） 

 

・水道施設等 

59.0 億円 

合計 103.5 億円 合計 184.1 億円 合計 413.4 億円 

サーチャージ水位 E.L.197.7m

常時満水位 E.L.190.5m

最低水位 E.L.162.7m

基礎岩盤 E.L.125.0m

堆砂容量 800,000m3

利水容量 4,800,000m3

洪水調節容量 2,400,000m3

流水の正常な機能の維持 3,150,000m3

特定かんがい用水 1,040,000m3

水道用水 560,000m3

工業用水 50,000m3

1,650,000m3

有効貯水容量
7,200,000m3

総貯水容量
8,000,000m3

ダム容量配分図

EL190.500

ダ ム基 礎 標高 ： E L  1 2 5 . 0 0 0
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ダム下流面図

42.0ha

貯水池詳細図
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②－３ 新規利水対策案の総合評価 

評価軸 評価の考え方 現行計画案：ダム案 対策案１：河道外貯留施設（貯水池）案 対策案２：海水淡水化案 

①目標  

その量を確保できるか  ・小浜市上水 0.15m3/s、若狭町上水 0.03m3/s、若狭町工水 0.02m3/s、特定かんがい 0.358m3/s

（最大値）の新規開発が可能である。  

・小浜市上水 0.15m3/s、若狭町上水 0.03m3/s、若狭町工水 0.02m3/s、特定かんがい 0.358m3/s

（最大値）の新規開発が可能である。  

・小浜市上水 0.15m3/s、若狭町上水 0.03m3/s、若狭町工水 0.02m3/s、特定かんがい 0.358m3/s

（最大値）の新規開発が可能である。  

段階的にどのような効果が確保さ

れていくのか 

・ダムは完成するまで効果を発現しない。  ・貯水池は完成するまで効果を発現できず、新たな用地補償 42ha 等による期間を要する。 ・導水施設が完成するまで効果を発現できず、新たな用地補償 4.6ha 等による期間を要する。 

どの範囲でどのような効果が確保

されていくのか 

・ダム下流において新規利水の開発量が確保される。  ・貯水池下流および導水管吐き口において新規利水の開発量が確保される。 ・導水管吐き口において新規利水の開発量が確保される。  

どのような水質の用水が得られる

か  

・ダム供用後の水質については、選択取水設備の適切な運用等により影響を回避低減できる。 ・貯水池の水深が浅く、水面が広くなり日照の影響が大きくなるため、富栄養化する可能性があ

る。  

・海水を淡水化した水が得られるが、造水コストがかかる。 

②コスト 

完成するまでに要する費用はどの

くらいか  

【ダム】 23.5 億円 

【水道施設等】 80.0 億円                       （計）103.5 億円 

【貯水池】 104.3 億円  

【水道施設等】 79.8 億円                       （計）184.1 億円 

【海水淡水化施設】 354.4 億円 

【水道施設等】 59.0 億円                      （計）413.4 億円 

維持管理に要する費用はどのくら

いか（50 年間分）  

【ダム】 3.9 億円 

【水道施設等】 162.9 億円                       （計）166.8 億円 

【貯水池】 3.9 億円 

【水道施設等】 163.1 億円                       （計）167.0 億円 

【海水淡水化施設】 243.4 億円 

（計）243.4 億円   

ダム中止に伴って発生する費用等

はどれくらいか  
なし  なし なし 

合計 270.3 億円 351.1 億円 656.8 億円 

③実現性 

土地所有者等の協力の見通しはど

うか 

・ダムでは用地買収、家屋移転ともに完了しており、実現が確実である。 ・新たな用地補償 42ha により、相当な困難がある。 ・新たに用地補償 4.6ha が発生するが、海に近接する土地であれば良く、地元の協力を得ること

は可能である。  

関係する河川使用者の同意の見通

しはどうか  

・内水面漁業、電力事業者との調整が必要である。 ・水質への影響が考えられる内水面漁業関係者との新たな調整に時間を要する可能性がある。  ・特になし。 

発電を目的として事業に参画して

いる者への影響の程度はどうか  

・河内川ダムには発電を目的として事業に参画している者はいない。  ・河内川ダムには発電を目的として事業に参画している者はいない。  ・河内川ダムには発電を目的として事業に参画している者はいない。  

その他の関係者との調整の見通し

はどうか  

・今後、特に調整すべき案件はない。  ・道路管理者や土地改良区との新たな調整に時間を要する可能性がある。 ・特になし。  

事業期間はどの程度必要か  ・概ね 10 年程度で完成予定。  ・新たに用地補償 42ha が生じ、用地補償等に必要な時間を生じる。 ・概ね 10 年程度で完成することが可能である。 

制度上の観点から実現性の見通し

はどうか 

・現行法制度内で対応可  ・現行法制度内で対応可  ・現行法制度内で対応可  

技術上の観点から実現性の見通し

はどうか 

・現行技術水準で対応可  ・現行技術水準で対応可  ・現行技術水準で対応可  

④持続性  
将来にわたって持続可能といえる

か 

・適切な維持管理により持続可能。 ・適切な維持管理により持続可能。。 ・適切な維持管理により持続可能。 

⑤地域社

会への影

響  

事業地及びその周辺への影響はど

の程度か 

・ダムによる用地買収、家屋補償は完了しており、新たに大きな影響は生じない  ・新たな 42ha の農地の用地補償により、影響が生じる。 ・事業地周辺への大きな影響は生じない。 

地域振興に対してどのような効果

があるか 

・貯水池が新たに形成されることで、観光客の増加などの地域振興への効果をもたらす可能性が

ある。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うことにより、地域振興に寄与する可能性が

ある。 

・全国でも数尐ない施設となり、ある程度地域振興に寄与する可能性がある。 

地域間の利害の衡平への配慮がな

されているか 

・家屋移転が完了しており、新たな地域間の利害の衡平に係る課題は想定されない。 ・貯水池が位置する上流域において用地補償が発生し、受益を享受するのは下流域となることか

ら、地域間で利害が異なる。 

・地域間の利害の衡平に係る課題は想定されない。 

⑥環境へ

の影響  

水環境に対してどのような影響が

あるか 

・ダム供用後の水質については、選択取水設備の適切な運用等により影響を回避低減できる。 ・貯水池の水深が浅く、水面が広くなり日照の影響が大きくなるため、富栄養化する可能性があ

る。 

・濃縮海水は、河川水等とブレンドすることで希釈することができる。 

地下水位、地盤沈下や地下水の塩

水化にどのような影響があるか 

・地盤沈下、塩水化等への影響は予想されない。 ・地盤沈下、塩水化等への影響は予想されない。 ・地盤沈下、塩水化等への影響は予想されない。 

生物の多様性の確保及び流域の自

然環境全体にどのような影響があ

るか 

・ダムにより土地の改変面積 72ha が生じるが、これまでの付替道路工事で、専門家の意見を聞

きながら希尐な動植物のモニタリングを実施するなどの配慮により、影響の回避低減を行ってい

る。 

・貯水池により新たな土地の面積 42ha が生じ、掘削等による影響が生じる可能性がある。  ・濃縮海水は、河川水等とブレンドして放流することで希釈することが可能である。 

土砂流動はどう変化し、下流河

川・海岸にどのように影響するか 

・ダムで土砂を堰止めるため、ダム直下流では河床低下や粒度変化が生じることが予測される

が、床固工、堰等により河床低下は部分的である。また、北川本川に対しては、相対的に河内川

の流域が小さいため、影響は小さい。 

・土砂をせき止めないため影響はない。  ・土砂をせき止めないため影響はない。  

景観、人と自然との豊かな触れ合

いにどのような影響があるか 

・景観資源に影響はなく、主要な眺望点からダムは視認されない。また、魚類の主要な生息場で

あると考えられる明神谷川が残り、河内森林公園にはダム建設後も付替道路の整備によりアクセ

ス可能であることから、影響は小さい。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うことにより、景観や人と自然の触れ合いに

寄与する可能性がある。 

・海水淡水化施設による影響はほとんど生じない。  

CO2 排出負荷はどう変わるか  ・CO2 の主な排出要因は、ダム建設によるものである。  ・CO2 の主な排出要因は、河道外貯留施設建設によるものである。  ・海水淡水化に電気を使用するため、CO2 排出負荷につながる。  

新規利水対策案の総合評価 新規利水の対策案としては、時間的観点からみた実現性、地域社会への影響について他の案に比べて優位であり、かつコストが一番小さい現計画案（ダム案）が最も適当である。 

※太枠部は評価が優位なところを示す。 
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③流水の正常な機能の維持対策案 

③－１ 流水の正常な機能の維持対策案の立案・抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 流水の正常な機能維持 
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利水対策メニュー

需要面・供給面での総合的な
対応が必要なもの

供給面での対応
（河川区域外）

０.

（現行計画案）
ダム案

1.

河道外貯留施設
（貯水池）

2.

ダム再開発
（かさ上げ・掘削）

3.

他用途ダム容量の
買い上げ

4.

水系間導水
5.

地下水取水
6.

ため池（取水後の
貯留施設を含む。）

7.

海水淡水化
8. 

水源林の保全
9. 

ダム使用権等
の振替

10.

既得水利の
合理化・転用

11.

渇水調整の
強化

12. 

節水対策
13. 

雤水・中水
利用

一
次
選
定

有
識
者
会
議
で
の
方
策
案

河
内
川
ダ
ム
の
対
策
案

：有効 な対策案

北川流域内に
既設のダムが
ない。

北川流域内に
既設のダムが
ない。

流水の正常な機能の維
持のための地下水取水
は、伏流水や河川水の
水量・水位に影響を与え、
目標である河川の流水
の正常な機能の維持に
対し、水循環の観点から
適当ではない。また、地
下水は水温が低いこと
から河川水温が下がり
動植物等の生育環境に
影響を与える。

北川流域では、
既存の森林は
現在良好な状
態であり、河
川流況の安定
化を期待する
ことは困難で
あり、また、効
果を定量的に
見込めない。

北川流域内に
既設のダムが
ない。

北川流域内の
水田は圃場整
備が進んでお
り、水田の面
積にも大きな
経年変化は見
られないため、
需要量減によ
る既得水利の
合理化は困難。

渇水調整によ
る効果を定量
的に見込めな
い。

北川上流部で
は若狭町の上
水道の取水が
行われている
が、最終利用
者の意向に依
存するもので
あるため定量
的に効果を見
込むことは困
難。

北川上流部で
は若狭町の上
水道の取水が
行われている
が、最終利用
者の意向に依
存するもので
あるため定量
的に効果を見
込むことは困
難。

北川沿川中流部の水田に、
河道外貯留施設（貯水池）を
新設することが可能である。

北川流域内の既存のため池を
利用したかさ上げ、ため池の新
設による貯水容量の確保が可
能と考えられるが、ダム案に比
べコストが極めて高い。

１．河道外貯留施設（貯水池）案
・貯水容量 315万m3

・概算事業費約180億円
・河道外貯留施設（貯水池）により流水の正常な機能の維持の容量を確保する

４．水系間導水
（導水路トンネル 26km）
概算事業費約180億円

（ただし、必要量は満足していない）

６．ため池
（既設の嵩上げ、新設ため池）

概算事業費320億円

ダム事業費
113億円

流水の正常な
機能を維持す
るためには、
淡水化した水
をダムサイトま
で（約20km）ポ
ンプによる導
水が必要であ
ることから現
実的ではない。

二
次
選
定

詳
細
検
討

対
策
案
１

6.

ため池（取水後の
貯留施設を含む。）

4.

水系間導水
1.

河道外貯留施設
（貯水池）

北川水系外である南川水系から
必要な水量を確保する方策が考
えられるため、適用が考えられる
が、南川の流況から判断して必
要量を導水できない上、仮に導水
トンネルとした場合にもダムの新
規利水分の残事業費に対しコスト
が極めて高い。
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③－２ 抽出した対策案の概要 

 

 

案 現行計画案：ダム案 対策案１：河道外貯留施設（貯水池）案 

概要 河内川ダムにより流水の正常な機能の維持の容量を確保する 河道外貯留施設（貯水池）により流水の正常な機能の維持の容量を確保する 

概要図 
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整備 

メニュー 
・ダム：1式（利水容量 315 万 m3） ・貯水池：1式（利水容量 315 万 m3） 

完成までに 

要する費用 

・ダム 

112.7 億円（ダム残事業 227.4 億×河川割合 89.65%×不特定割合 55.3%） 

・貯水池 

180.6 億円（用地補償 78.5ha） 

合計 112.7 億円 合計 180.6 億円 
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貯水池計画線
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基礎岩盤 E.L.125.0m

堆砂容量 800,000m3

利水容量 4,800,000m3

洪水調節容量 2,400,000m3

流水の正常な機能の維持 3,150,000m3

特定かんがい用水 1,040,000m3
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③－３ 抽出した流水の正常な機能の維持対策案の総合評価 

評価軸 評価の考え方 現行計画案：ダム案 対策案１：河道外貯留施設 （貯水池）案 

①目標  

その量を確保できるか  ・10 年に 1回程度の渇水に対して、流水の正常な機能を維持することができる。 ・10 年に 1回程度の渇水に対して、流水の正常な機能を維持することができる。 

段階的にどのような効果が確保されていくのか ・ダムは完成するまで効果を発現しない。 ・貯水池は完成するまで効果を発現できず、新たな用地補償 78.5ha 等による時間を要する。 

どの範囲でどのような効果が確保されていくのか ・ダム下流において、河川整備計画で目標としている流水の正常な機能の維持流量の確保が可能である。 ・河川整備計画で目標としている流水の正常な機能の維持流量の確保が可能である。 

どのような水質の用水が得られるか  ・ダム供用後の水質については、選択取水設備の適切な運用等により影響を回避低減できる。 ・貯水池の水深が浅く、水面が広くなり日照の影響が大きくなるため、富栄養化する可能性がある。  

②コスト  

完成するまでに要する費用はどのくらいか  ・112.7 億円 ・180.6 億円 

維持管理に要する費用はどのくらいか（50 年間

分）  
・18.6 億円 ・18.6 億円 

ダム中止に伴って発生する費用等はどれくらいか  なし ・14.8 億円（利水者負担金返還、横坑閉塞など）  

合計 131.3 億円 214.0 億円 

③実現性  

土地所有者等の協力の見通しはどうか ・ダムでは用地買収、家屋移転ともに完了しており、実現が確実である。 ・新たな用地補償 78.5ha により、相当の困難があると考えられる。 

関係する河川使用者の同意の見通しはどうか  ・内水面漁業、電力事業者との調整が必要である。 ・水質への影響が考えられる内水面漁業関係者との新たな調整に時間を要する可能性がある。  

発電を目的として事業に参画している者への影響

の程度はどうか  

・河内川ダムには発電を目的として事業に参画している者はいない。  ・河内川ダムには発電を目的として事業に参画している者はいない。  

その他の関係者との調整の見通しはどうか  ・今後、特に調整すべき案件はない。  ・道路管理者や土地改良区との新たな調整に時間を要する可能性がある。 

事業期間はどの程度必要か  ・概ね 10 年程度で完成予定。  ・新たに用地補償 78.5ha 等を生じ、用地補償等に必要な時間を生じる。 

制度上の観点から実現性の見通しはどうか ・現行法制度内で対応可。  ・現行法制度内で対応可。  

技術上の観点から実現性の見通しはどうか ・現行技術水準で対応可。  ・現行技術水準で対応可。  

④持続性  将来にわたって持続可能といえるか ・適切な維持管理により持続可能。 ・適切な維持管理により持続可能。 

⑤地域社

会への影

響  

事業地及びその周辺への影響はどの程度か ・ダムによる用地買収、家屋補償は完了しており、新たに大きな影響は生じない。  ・新たな 78.5ha の農地の用地補償により、影響が生じる。 

地域振興に対してどのような効果があるか ・貯水池が新たに形成されることで、観光客の増加などの地域振興への効果をもたらす可能性がある。 ・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うことにより、地域振興に寄与する可能性がある。 

地域間の利害の衡平への配慮がなされているか ・家屋移転が完了しており、新たな地域間の利害の衡平に係る課題は想定されない。 ・貯水池を建設する上流域において用地補償が発生し、受益を享受するのは下流域となることから、地域間で利害が

異なる。 

⑥環境へ

の影響  

水環境に対してどのような影響があるか ・ダム供用後の水質については、選択取水設備の適切な運用等により影響を回避低減できる。 ・貯水池の水深が浅く、水面が広くなり日照の影響が大きくなるため、富栄養化する可能性があり、新たに調査検討

する必要がある。 

地下水位、地盤沈下や地下水の塩水化にどのよう

な影響があるか 

・地盤沈下、塩水化等への影響は予想されない。 ・地盤沈下、塩水化等への影響は予想されない。 

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にど

のような影響があるか 

・ダムにより土地の改変面積 72ha が生じるが、これまでの付替道路工事で、専門家の意見を聞きながら希尐な動植物

のモニタリングを実施するなどの配慮により、影響の回避低減を行っている。 

・貯水池により 78.5ha の土地の改変が生じ、掘削等により影響を生じる可能性がある。 

土砂流動はどう変化し、下流河川・海岸にどのよ

うに影響するか 

・ダムで土砂を堰止めるため、ダム直下流では河床低下や粒度変化が生じることが予測されるが、床固工、堰等によ

り河床低下は部分的である。また、北川本川に対しては、相対的に河内川の流域が小さいため、影響は小さい。 

・土砂をせき止めないため、影響はない。  

景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのような

影響があるか 

・景観資源に影響はなく、主要な眺望点からダムは視認されない。また、魚類の主要な生息場であると考えられる明

神谷川が残り、河内森林公園にはダム建設後も付替道路の整備によりアクセス可能であることから、影響は小さい。 

・親水性の機能を付加する等の設計の創意工夫を行うことにより、景観や人と自然の触れ合いに寄与する可能性があ

る。 

CO2 排出負荷はどう変わるか  ・CO2 の主な排出要因は、ダム建設によるものである。  ・CO2 の主な排出要因は、貯水池建設によるものである。  

流水の正常な機能の維持 

対策案の総合評価 
流水の正常な機能の維持対策案としては時間的観点からみた実現性や地域社会への影響について他の案に比べて優位であり、かつコストが一番小さい「ダム案」が最も適当である。 

 ※太枠部は評価が優位なところを示す。 
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５．河内川ダムの総合的な評価 

治水、新規利水、流水の正常な機能の維持のそれぞれの目的別の総合評価を行った結果、いずれの目的

においても現行計画（治水：河内川ダム＋河川改修、新規利水：河内川ダム、流水の正常な機能の維持：

河内川ダム）が最も優位であった。 

 

６．検討の場開催状況、パブコメ・意見聴取の実施状況、それぞれの概要 

① 河内川ダム事業の検証に係る検討の進め方 

河内川ダム事業の検証の検討にあたっては、関係地方公共団体からなる検討の場として「河内川ダム検

証 県・市町検討会」を設置した。学識経験を有する者として、北川の流域の状況や河川整備計画に精通

している福井県嶺南地域流域検討会委員で構成する「河内川ダム検証 福井県嶺南地域流域検討会」を開

催するとともに、文書による意見聴取を行った。また、平成 22 年 11 月 17 日から河内川ダム検証に関す

る意見を随時募集し、若狭町、小浜市で住民説明会を開催するとともに、パブリックコメントを行い、広

く県民の意見を募集した。また、関係利水者、関係地方公共団体の長からも文書による意見聴取を行い、

福井県公共事業等評価委員会を開催した。 

 

 
●

対
応
方
針
（
原
案
）
の
検
討

対
応
方
針
（
素
案
）
の
検
討

●

ダ
ム
事
業
の
点
検
、
総
合
評
価

●

目
的
別
の
代
替
案
の
抽
出

●

検
証
の
方
針
と
具
体
的
な
進
め
方

【
検
討
の
内
容
】

学
識
経
験
者

【
構
成
メ
ン
バ
ー
】
福
井
県
土
木
部
長
、
小
浜
市
長
、
若
狭
町
長

対
応
方
針
（
原
案
）
の
作
成

対
応
方
針
の
決
定

対
応
方
針
と
そ
の
決
定
理
由
等
を
国
交
省
に
報
告

国
土
交
通
大
臣
の
判
断

国
土
交
通
大
臣
が
補
助
金
交
付
等
に
係
る
対
応
方
針
の
決
定

国
土
交
通
大
臣
が
再
検
討
の
要
請

有
識
者
会
議

意
見

意
見

行
わ
れ
た
と
判
断
さ
れ
た
場
合

中
間
と
り
ま
と
め
か
ら
乖
離
し
た
検
討
が

福
井
県
嶺
南
地
域
流
域
検
討
会

関
係
住
民
（
説
明
会
の
開
催
）

関
係
利
水
者

関
係
地
方
公
共
団
体
の
長

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

意
見

講
じ
る
上
で
適
切
な
時
期

概
算
要
求
な
ど
予
算
措
置
を

福
井
県
公
共
事
業
等
評
価
委
員
会

意
見

～
関
係
地
方
公
共
団
体
か
ら
な
る
検
討
の
場
～

ダ
ム
検
証

県
市
町
検
討
会

第
１
回

福
井
県
嶺
南
地
域
流
域
検
討
会

Ｈ
２
２
年
１
１
月
２
４
日

意
見

（
小
浜
市

Ｈ
２
３
年
４
月
６
日
）

（
若
狭
町

Ｈ
２
３
年
３
月
３
０
日
）

（
Ｈ
２
３
年
４
月
１
４
日
～
４
月
２
５
日
）

意
見
聴
取

Ｈ
２
３
年
４
月
１
４
日
～
４
月
２
５
日

（
Ｈ
２
３
年
３
月
２
３
日
～
４
月
２
２
日
）

第
１
回

県
・
市
町
検
討
会

Ｈ
２
２
年
１
０
月
２
８
日

意
見

（
Ｈ
２
３
年
６
月
１
日
～
６
月
３
日
）

第
２
回

県
・
市
町
検
討
会

Ｈ
２
２
年
１
２
月

５
日

第
３
回

県
・
市
町
検
討
会

Ｈ
２
３
年
３
月
１
７
日

第
４
回

県
・
市
町
検
討
会

Ｈ
２
３
年
６
月
１
日

ダム事業の検証の進め方（河内川ダム）

（
Ｈ
２
３
年
６
月
９
日
）

第
２
回

福
井
県
嶺
南
地
域
流
域
検
討
会

Ｈ
２
３
年
２
月
１
５
日

 

図-14 河内川ダム検証に係る検討の進め方 

 

 

 

 

 

② 関係地方公共団体からなる検討の場について 

「河内川ダム検証 県・市町検討会」の開催概要および構成員は次のとおりである。 

 

回数 開催日 議事内容 

第1回 平成22年10月28日 ダム検証の進め方、北川流域および河川の概要、河内川ダムの概要 

第2回 平成22年12月 5日 
治水対策案の抽出、流水の正常な機能の維持対策案の抽出、 

新規利水の観点からの検討 

第3回 平成23年 3月17日 
ダム事業の点検、治水対策案の検討、新規利水対策案の検討、流水の正常な機能の維

持対策案の検討、ダムの総合的評価、対応方針（素案） 

第4回 平成23年 6月 1日 意見聴取結果、費用対効果、対応方針（原案） 

 

 

 

区 分 職 名 氏 名 備考 

構成員 

小浜市長 松崎 晃治  

若狭町長 森下 裕１  

福井県土木部長 西山 幸治 第 1回～第 3回は近藤幸次 

京都大学名誉教授 池淵 周一 第 2回から参加 

京都大学大学院教授 細田 尚１ 第 2回から参加 

 

 

③ パブリックコメント・住民説明会について 

平成 23 年 3 月 30 日（若狭町）、4 月 6 日（小浜市）に住民説明会を開催するとともに、平成 23 年 3

月 23 日～4月 22 日にパブリックコメントを行い、広く県民の意見を募集した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-10 「河内川ダム検証 県・市町検討会」開催概要 

表-11 「河内川ダム検証 県・市町検討会」構成員 

①【意見募集対象】 

・河内川ダム事業の検証に関する検討結果報告書（素案） 

②【意見募集期間】 

・平成 23 年 3月 23 日～4月 22 日（1ヶ月間） 

③【意見の募集・提出方法】 

・募集…ホームページ掲載、県政情報センターでの閲覧 

・提出…郵送、FAX、電子メール 

④【意見提出件数】 

・23 件 

⑤【主な意見】 

・治水および利水上必要な河内川ダムの早期完成を望む。 

・決壊しづらい堤防を検討すべき。 

・農業用水の確保は欠かせない。 

・工期短縮を望む。 

・河内川ダムを利用した水力発電は可能か。 

・不特定容量は欠かせない。 

表-12 パブリックコメントの概要 表-13 住民説明会の概要 

①【意見聴取内容】 

・河内川ダム事業の検証に係る検討の対応方針（素案） 

②【日時】 

・若狭町：平成 23 年 3 月 30 日（日）19:30～21:00 

・小浜市：平成 23 年 4 月 6 日（水）19:30～21:30 

③【場所】 

・若狭町：若狭町歴史文化館 2階講堂 

・小浜市：小浜市働く婦人の家 3階大会議室 

④【出席人数】 

・若狭町：27 名、小浜市：25 名 合計 52 名 

⑤【主な意見】 

・河内川ダムの一日も早い着工を望む。 

・河内川ダムを利用した水力発電は可能か。 

・河内川ダムは地震時に心配ないのか。 

・今後事業費が増加するのではないか。 

・地下水は豊かであり、ダムの水は不要である。 

・貯水池に堆積した土砂はどうするのか。 

表 6.5 学識経験者意見聴取の概要 表 6.6 関係地方公共団体の長意見聴取の概要 

写真-7 県・市町検討会（第 4回） 
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④ 学識経験を有する者の意見聴取について 

学識経験を有する者として「河内川ダム検証 福井県嶺南地域流域検討会」を 2回開催するとともに、

河内川ダム事業検証に関する検討結果報告書（素案）について文書による意見聴取を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤関係利水者、関係地方公共団体の長の意見聴取について 

関係利水者として河内川ダムの新規利水参画者や北川および河内川での河川利用者等に河内川ダム事

業の検証に係る検討の対応方針（素案）について文書による意見聴取を行った。 

関係地方公共団体の長については、パブリックコメントや住民説明会、学識経験を有する者、関係利

水者の意見聴取結果を踏まえて取りまとめた河内川ダム事業検証に関する検討結果報告書（原案）につ

いて文書による意見聴取を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥福井県公共事業等評価委員会について 

 検討の場や関係地方公共団体の長、学識経験を有する者、関係住民等の意見を踏まえて作成した対応方

針（原案）について、福井県公共事業等評価委員会の意見を聴取した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．対応方針 

 福井県では、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき検討した結果、河内

川ダム事業を現行計画どおり継続するものとする。 

（決定理由） 

・治水、新規利水（上水、工水、特定かんがい）、流水の正常な機能の維持の各目的別についてダムの代替案

を幅広く検討し、複数の対策案を立案のうえ、評価軸で評価した結果、目的別の総合評価のいずれも現行計

画のダム案が最も適当であった。 

・ダムの総合的な評価として、各目的別に算定された対策案の組合せと比較した結果、現行計画のダム案が最

も優位であった。 
①【意見聴取内容】 

・河内川ダム事業の検証に係る検討の対応方針（素案） 

②【意見聴取期間】 

・平成 23 年 4 月 14 日～ 4 月 25 日 

③【意見聴取・提出方法】 

・聴取…文書 

・提出…郵送、FAX、電子メール 

④【意見聴取先】 

・新規利水参画者、内水面漁業関係者、電力事業者 

・北川および河内川のかんがい用水管理者 

⑤【意見提出件数】 

・8件 

⑥【主な意見】 

・ダムの早期完成を望む。 

・ダムによる魚類等への影響に対する協議が必要。 

表-17 福井県公共事業等評価委員会の概要 

①【意見聴取内容】 

・河内川ダム事業検証に関する検討結果報告書（原案） 

②【意見聴取期間】 

・平成 23 年 6月 1日～6月 3日 

③【意見聴取方法】 

・文書 

④【意見聴取先】 

・小浜市長 

・若狭町長 

⑤【意見】 
(小浜市長) 

国の示した検証方法に基づく客観的な検討結果として、ダム案

が最も有利とする総合的な評価となったのは妥当なものと考え

る。河内川ダムの完成予定年度に遅れを生じることがないよう強

く要望する・ 

（若狭町長） 

「河内川ダム事業を現行計画どおり継続する」は妥当であると

考える。河内川ダムは治水・利水上必要不可欠なダムであること

から、基本協定の完成予定年度に遅れを生じることがないよう強

く要望する。 

表-14 学識経験を有する者の意見聴取結果概要 

表-15 関係利水者の意見聴取結果概要 表-16 関係地方公共団体の長の意見聴取結果概要 

①【説明内容】 

対応方針（原案） 

②【日時】 

平成 23 年 6 月 9 日（木） 14:00～16:05 

③【場所】 

福井土木事務所３階大会議室 

④【委員会出席者】 

福井県立大学海洋生物資源学部教授 加藤辰夫 

弁護士 北川稔 

福井県立大学経済学部准教授 桑原美香 

ＪＡ福井県女性部フレッシュミズの部会部会長 後藤麻理子 

産婦人科鈴木クリニック副院長 鈴木綾子 

指導農業士、若狭町教育委員 瀬尾佳彦 

福井大学工学部建築建設工学科教授 福原輝幸 

福井商工会議所理事・事務局長 宮﨑和彦 

⑤【主な意見】 

・地震時の検討はされているのか。 

・既存の熊川発電所はどのようになるのか。 

・代替案のコストの内訳はどのようになっているのか。 

・ダム中止費用の内訳はどのようになっているのか。 

・河内川ダムの事業期間が長引いている理由。 

⑥【審議結果】 

・継続 

①【意見聴取内容】 

・河内川ダム事業検証に関する検討結果報告書（素案） 

②【意見聴取期間】 

・平成 23 年 4月 14 日～4月 25 日 

③【意見聴取・提出方法】 

・聴取…文書 

・提出…郵送、FAX、電子メール 

④【意見聴取先】（専門） 

・福井県立大学海洋生物資源学部教授 大城香（植物） 

・福井県立大学海洋生物資源学部教授 大竹臣哉（海洋生物） 

・元 仁愛女子短期大学教授 加藤文男（魚類） 

・敦賀短期大学教授 多仁照廣（歴史文化） 

・元 若狭歴史民俗資料館館長 中島辰男（歴史文化） 

・福井工業高等専門学校環境都市工学科教授 廣部英一（治水） 

・京都大学大学院工学研究科教授 細田尚（治水） 

⑤【主な意見】 

・ダム事業に対する流域住民への説明・理解度の向上が 

必要。 

・ダム事業による環境影響への配慮が必要。 

・ダム事業のみならず、予想外の災害に対応できる対策 

が重要。 

・河内川ダムの総合的な評価は妥当である。 


